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平成18年６月23日 
 

株 主 各 位 
 

東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 
 

ＪＦＥシステムズ株式会社 
 

代表取締役社長 岩 橋  誠 
 

第23回定時株主総会決議ご通知 
 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 

 さて、本日開催の当社第23回定時株主総会において、下記

のとおり報告ならびに決議されましたので、ご通知申しあげ

ます。 

敬 具 

記 

報告事項 １．第23期（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）営業報告書、連結貸借対照表

および連結損益計算書ならびに会計監査人

および監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件 

 ２．第23期（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）貸借対照表および損益計算書

の内容報告の件 

決議事項 

第１号議案 第23期利益処分案承認の件 

 本件は、原案どおり承認可決され、利益配

当金は１株につき2,800円と決定いたしまし

た。 
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第２号議案 定款一部変更の件 

 本件は、原案どおり承認可決されました。

変更の内容は次のとおりであります。 

(下線部は変更部分を示します｡) 

変  更  前 変  更  後 

第１章 総  則 
 

(本店の所在地) 
第３条 当会社は、本店を東京都

千代田区に置く。 

第１章 総  則 
 

(本店の所在地) 
第３条 当会社は、本店を東京都

墨田区に置く。 
(新設） (機関) 

第４条 当会社は、株主総会およ
び取締役のほか、次の機
関を置く｡ 

1. 取締役会 
2. 監査役 
3. 監査役会 
4. 会計監査人 

(公告の方法） 
第４条 当会社の公告は、電子公

告により行う。ただし、
電子公告によることがで
きない事故その他のやむ
を得ない事由が生じたと
きは、日本経済新聞に掲
載して行う。 

(公告方法） 
第５条 当会社の公告方法は、電

子公告とする。ただし、
事故その他のやむを得な
い事由によって電子公告
による公告をすることが
できない場合は、日本経
済新聞に掲載する方法と
する。 

 
第２章 株  式 

 

 
第２章 株  式 

 
(発行する株式の総数) 
第５条 当会社が発行する株式の

総数は、338,050 株とす
る。 

(発行可能株式総数) 
第６条 当会社の発行可能株式総

数は、338,050 株とす
る。 

(新設) (株券の発行) 
第７条 当会社は、株式に係る株

券を発行する｡ 
(自己株式の取得） 
第６条 当会社は、商法第 211 条

ノ３第１項第２号の規定
により、取締役会の決議
をもって自己株式を買受
けることができる。 

(自己の株式の取得） 
第８条 当会社は、会社法第 165

条第２項の規定により、
取締役会の決議によって
自己の株式を取得するこ
とができる。 

(基準日) 
第７条 当会社は、毎年３月 31

日の最終の株主名簿（実
質株主名簿を含む、以下
同じ）に記載または記録
された議決権を有する株
主 (実質株主を含む、以
下同じ）をもって、その
決算期に関する定時株主
総会において議決権を行
使すべき株主とする｡ 

(削除) 

  ② 本定款に定めるもののほ
か、必要があるときは、
取締役会の決議によりあ
らかじめ公告して、臨時
に基準日を定めることが
できる｡ 
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変  更  前 変  更  後 

(名義書換代理人) (株主名簿管理人) 
第８条 当会社は、株式および端

株につき名義書換代理人
を置く。 

第９条 当会社は、株式および端
株につき株主名簿管理人
を置く。 

  ② 名義書換代理人およびそ
の事務取扱場所は、取締
役会の決議によって選定
する。 

  ② 株主名簿管理人およびそ
の事務取扱場所は、取締
役会の決議によって定め
る。 

  ③ 当会社の株主名簿、株券
喪失登録簿および端株原
簿は、名義書換代理人の
事務取扱場所に備え置
き、株式の名義書換、端
株原簿の記載または記
録、質権の登録および信
託財産の表示またはこれ
らの抹消、株券の不所
持、株券の交付、株券喪
失登録の手続、端株の買
取り、届出の受理その他
株式および端株に関する
事務は名義書換代理人に
取扱わせ、当会社におい
てはこれを取扱わない。

  ③ 当会社の株主名簿（実質
株主名簿を含む。以下同
じ)、新株予約権原簿、
株券喪失登録簿および端
株原簿の作成、ならびに
これらの備置きその他の
株主名簿、新株予約権原
簿、株券喪失登録簿およ
び端株原簿に関する事務
は株主名簿管理人に委託
し、当会社においてはこ
れを取扱わない。 

(株式取扱規則） (株式取扱規則） 
第９条 当会社の株券の種類およ

び株式の名義書換、端株
原簿の記載または記録、
質権の登録および信託財
産の表示またはこれらの
抹消、株券の不所持、株
券の再交付、端株の買取
り、届出の受理その他株
式および端株に関する取
扱いならびに手数料は、
法令または本定款のほ
か、取締役会において定
める株式取扱規則によ
る。 

第10条 当会社の株式に関する取
扱いおよび手数料は、法
令または本定款のほか、
取締役会において定める
株式取扱規則による。 

 
第３章 株主総会 

 

 
第３章 株主総会 

 
(株主総会の招集） (株主総会の招集) 
第10条 ＜条文省略＞ 第11条 ＜現行第10条のとおり＞
(新設） (定時株主総会の基準日) 
 第12条 当会社の定時株主総会の

議決権の基準日は、毎年
３月 31 日とする｡ 

(招集権者および議長） (招集権者および議長） 
第11条 ＜条文省略＞ 第13条 ＜現行第11条のとおり＞
  ② ＜条文省略＞   ②＜現行第11条②のとおり＞   
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変  更  前 変  更  後 

(新設） (株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供) 
 第14条 当会社は株主総会の招集

に際し、株主総会参考書
類、事業報告、計算書類
および連結計算書類に記
載または表示をすべき事
項に係る情報を、法務省
令に定めるところに従い
インターネットを利用す
る方法で開示することに
より、株主（実質株主を
含む。以下同じ）に対し
て提供したものとみなす
ことができる｡ 

(決議の方法） (決議の方法） 
第12条 株主総会の決議は、法令

または本定款に別段の定
めがある場合を除き、出
席した株主の議決権の過
半数で行う。 

第15条 株主総会の決議は、法令
または本定款に別段の定
めがある場合を除き、出
席した議決権を行使する
ことができる株主の議決
権の過半数をもって行
う。 

  ② 商法第 343 条に定める特
別決議は、総株主の議決
権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議
決権の３分の２以上で行
う。 

  ② 会社法第 309 条第２項に
定める決議は、議決権を
行使することができる株
主の議決権の３分の１以
上を有する株主が出席
し、その議決権の３分の
２以上をもって行う。 

(議決権の代理行使） (議決権の代理行使） 
第13条 株主は、当会社の議決権

を有する他の株主を代理
人として、その議決権を
行使することができる。

第16条 株主は、当会社の議決権
を有する他の株主を１名
代理人として、その議決
権を行使することができ
る。 

  ② ＜条文省略＞   ②＜現行第13条②のとおり＞
(株主総会の議事録） (株主総会の議事録) 
第14条 株主総会の議事の経過の

要領およびその結果は、
これを議事録に記載し、
議長および出席した取締
役が記名押印する。 

第17条 株主総会の議事の経過の
要領およびその結果なら
びにその他法令に定める
事項については、これを
議事録に記載する。 

 
第４章 取締役および取締役会

 

 
第４章 取締役および取締役会

 
(取締役の員数） (取締役の員数） 
第15条 当会社の取締役は 15 名

以内とする。 
第18条 当会社の取締役は 10 名

以内とする。 
(取締役の選任方法） (取締役の選任方法） 
第16条 ＜条文省略＞ 第19条 ＜現行第16条のとおり＞
  ② 取締役の選任決議は、総

株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席
し、その議決権の過半数
で行う。 

  ② 取締役の選任決議は、議
決権を行使することがで
きる株主の議決権の３分
の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の過
半数をもって行う。 

  ③ ＜条文省略＞   ③＜現行第16条③のとおり＞   
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変  更  前 変  更  後 

(取締役の任期） (取締役の任期） 
第17条 取締役の任期は、就任後

２年内の最終の決算期に
関する定時株主総会終結
の時までとする。 

第20条 取締役の任期は、選任後
２年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終
結の時までとする。 

  ② ＜条文省略＞   ②＜現行第17条②のとおり＞
(代表取締役および役付取締役） (代表取締役および役付取締役）
第18条 代表取締役は、取締役会

の決議により選任する｡
第21条 取締役会は、その決議に

よって代表取締役を選定
する｡ 

  ② 取締役会の決議により、
取締役会長、取締役社長
各１名、取締役副社長、
専務取締役および常務取
締役各若干名を定めるこ
とができる。 

  ② 取締役会はその決議によ
って、取締役社長１名を
定めることができる｡ 

(取締役会の招集権者および議長） (取締役会の招集権者および議長）
第19条 ＜条文省略＞ 第22条 ＜現行第19条のとおり＞
  ② ＜条文省略＞   ②＜現行第19条②のとおり＞
(取締役会の招集通知） (取締役会の招集通知） 
第20条 ＜条文省略＞ 第23条 ＜現行第 20 条のとおり

＞ 
  ② 取締役および監査役全員

の同意があるときは、招
集の手続きを経ないで、
取締役会を開くことがで
きる。 

  ② 取締役および監査役全員
の同意があるときは、招
集の手続きを経ないで、
取締役会を開催すること
ができる。 

(取締役会の決議方法) (削除） 
第 21 条  取締役会の決議は､取締

役の過半数が出席し､出
席した取締役の過半数で
行う｡ 

 

(新設） (取締役会の決議の省略) 
 第 24 条 当会社は、取締役会決議

の目的たる事項につい
て、議決に加わることが
できる取締役全員が書面
または電磁的記録により
同意の意思表示をしたと
きは、当該事項を可決す
る旨の取締役会の決議が
あったものとみなす｡ 

(取締役会議事録） (取締役会議事録） 
第22条 取締役会の議事の経過の

要領およびその結果は、
これを議事録に記載し、
出席した取締役および監
査役が記名押印する。 

第25条 取締役会の議事の経過の
要領およびその結果なら
びにその他法令に定める
事項は、これを議事録に
記載し、出席した取締役
および監査役が記名押印
する。 

(取締役会規則） (取締役会規則） 
第23条 ＜条文省略＞ 第26条 ＜現行第23条のとおり＞   
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変  更  前 変  更  後 

(取締役の報酬および退職慰労金） (報酬等） 
第24条 取締役の報酬および退職

慰労金は、株主総会の決
議により定める。 

第27条 取締役の報酬、賞与その
他の職務執行の対価とし
て当会社から受ける財産
上の利益（以下「報酬
等」という）は、株主総
会の決議によって定め
る。 

(新設） (責任免除) 
 第 28 条 当会社は、会社法第 426

条第１項の規定によっ
て、同法第 423 条第１項
に基づく取締役（取締役
であった者を含む｡）の
損害賠償責任を、法令の
限度において、取締役会
の決議によって免除する
ことができる｡ 

 
第５章 監査役および監査役会

 

 
第５章 監査役および監査役会

 
(監査役の員数） (監査役の員数） 
第25条 ＜条文省略＞ 第29条 ＜現行第25条のとおり＞
(監査役の選任方法） (監査役の選任方法） 
第26条 ＜条文省略＞ 第30条 ＜現行第26条のとおり＞
  ② 監査役の選任決議は、総

株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席
し、その議決権の過半数
で行う。 

  ② 監査役の選任決議は、議
決権を行使することがで
きる株主の議決権の３分
の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の過
半数をもって行う。 

(監査役の任期） (監査役の任期） 
第27条 監査役の任期は、就任後

４年内の最終の決算期に
関する定時株主総会終結
の時までとする。 

第31条 監査役の任期は、選任後
４年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終
結の時までとする。 

  ② 補欠として選任された監
査役の任期は、退任した
監査役の任期の満了すべ
き時までとする。 

  ② 任期満了前に退任した監
査役の補欠として選任さ
れた監査役の任期は、退
任した監査役の任期の満
了する時までとする。 

(常勤の監査役） (常勤の監査役） 
第28条 監査役は、互選により常

勤の監査役を定める。 
第32条 監査役会は、その決議に

よって常勤の監査役を選
定する。 

(監査役会の招集通知） (監査役会の招集通知） 
第29条 ＜条文省略＞ 第33条 ＜現行第29条のとおり＞
  ② 監査役全員の同意がある

ときは、招集の手続きを
経ないで監査役会を開く
ことができる。 

  ② 監査役全員の同意がある
ときは、招集の手続きを
経ないで監査役会を開催
することができる。 

(監査役会の決議方法) (削除) 
第 30 条 監査役会の決議は、法令

に別段の定めがある場合
を除き、監査役の過半数
で行う｡ 
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変  更  前 変  更  後 

(監査役会の議事録） (監査役会の議事録） 
第31条 監査役会の議事の経過の

要領およびその結果は、
これを議事録に記載し、
出席した監査役が記名押
印する。 

第34条 監査役会の議事の経過の
要領およびその結果なら
びにその他法令に定める
事項は、これを議事録に
記載し、出席した監査役
が記名押印する。 

(監査役会規則） (監査役会規則） 
第32条 ＜条文省略＞ 第35条 ＜現行第32条のとおり＞
(監査役の報酬および退職慰労金) (報酬等） 
第33条 監査役の報酬および退職

慰労金は、株主総会の決
議により定める。 

第36条 監査役の報酬等は、株主
総会の決議によって定め
る。 

(新設） (責任免除) 
 第 37 条 当会社は、会社法第 426

条第１項の規定によっ
て、同法第 423 条第１項
に基づく監査役（監査役
であった者を含む｡）の
損害賠償責任を、法令の
限度において、取締役会
の決議によって免除する
ことができる｡ 

 
第６章 計  算 

 

 
第６章 計  算 

 
(営業年度および決算期) (事業年度) 
第34条 当会社の営業年度は、毎

年４月１日から翌年３月
31 日までの１年とし、
営業年度末日を決算期と
する。 

第38条 当会社の事業年度は、毎
年４月１日から翌年３月
31 日までの１年とす
る。 

(利益配当金） (剰余金の配当の基準日） 
第35条 当会社の利益配当金は、

毎年３月 31 日の最終の
株主名簿に記載または記
録された株主または登録
質権者ならびに端株原簿
に記載または記録された
端株主に支払う。 

第39条 当会社の期末配当の基準
日は、毎年３月 31 日と
する。 

(新設）   ② 前項のほか、基準日を定
めて剰余金の配当をする
ことができる｡ 

(中間配当） (中間配当の基準日） 
第36条 当会社は、取締役会の決

議により、毎年９月 30
日の最終の株主名簿に記
載または記録された株主
または登録質権者ならび
に端株原簿に記載または
記録された端株主に対
し、中間配当を行うこと
ができる。 

第40条 当会社は、取締役会の決
議によって、毎年９月
30 日を基準日として中
間配当をすることができ
る。 

(配当金の除斥期間） (配当金の除斥期間） 
第37条 利益配当金および中間配

当金は、支払開始の日か
ら満３年を経過してもな
お受領されないときは、
当会社はその支払の義務
を免れる。 

第41条 配当財産が金銭である場
合は、その支払開始の日
から満３年を経過しても
なお受領されないとき
は、当会社はその支払義
務を免れる。    
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変  更  前 変  更  後 

(新設） (附則) 
 第１条 第３条（本店の所在地）

は、平成 18 年 12 月１日
をもって効力を生ずるも
のとする。なお、本附則
は期日経過後これを削除
する｡   

 

第３号議案 取締役１名選任の件 

 本件は、原案どおり取締役に西川 廣氏

が新たに選任され、就任いたしました。 

第４号議案 監査役１名選任の件 

 本件は、原案どおり監査役に西口 映氏

が新たに選任され、就任いたしました。 

第５号議案 取締役の報酬額改定の件 

 本件は、原案どおり取締役の報酬額を

｢年額金150,000千円以内」に改定し、取締

役の報酬には従来どおり使用人兼務取締役

の使用人分の給与は含まないものとするこ

とに承認可決されました。 

第６号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 本件は、原案どおり、本総会終結の時を

もって取締役を退任された船谷幹夫氏、稲

井直樹氏、浅野有一郎氏、畠山廣造氏、お

よび取締役を辞任された野村信三氏に、在

任中の功労に報いるため、当社所定の基準

に従い相当額の範囲内において退職慰労金

を贈呈することとし、その具体的金額、贈

呈の時期・方法等は、取締役会に一任する

ことに承認可決されました。 

以 上 
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 なお、本総会終了後の取締役会の決議によって、代表取

締役社長に岩橋 誠氏が選定され、就任いたしました。 

 また、本総会終了後の監査役会の決議によって、常勤監

査役に三浦克己および戸部俊一の両氏が選定され、就任い

たしました。 

 

 以上により、平成18年６月23日現在における当社の取締

役および監査役は、次のとおりであります。 

代表取締役社長 岩 橋   誠

取  締  役 南 部 正 悟

取  締  役 谷 利 修 己

取  締  役 西 川   廣

常 勤 監 査 役 三 浦 克 己

常 勤 監 査 役 戸 部 俊 一

監  査  役 若 林 荘太郎

監  査  役 西 口   映
 
（注１）取締役西川 廣氏は、会社法第２条第１項第15号に

定める社外取締役であります。 

（注２）監査役戸部俊一氏、若林荘太郎氏および西口 映氏
は、会社法第２条第１項第16号に定める社外監査役
であります。 

 

 なお、本総会終了後の取締役会の決議によって、執行役員

制度が導入されました。平成18年６月23日現在における当社

の執行役員は、次のとおりであります。  
社長（ＣＥＯ) 岩 橋   誠

専務執行役員 南 部 正 悟

専務執行役員 谷 利 修 己

常務執行役員 野 村 信 三

常務執行役員 畠 山 廣 造

常務執行役員 堀 田 善 一

常務執行役員 原     誠

執 行 役 員 浅 野 有一郎

執 行 役 員 宮 原 一 昭

執 行 役 員 杉     充

執 行 役 員 清 原 庄 三
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

 
配当金のお支払いについて 

 

 第23期利益配当金は、同封ご送付申しあげました「郵便振

替支払通知書」によってお支払いいたしますので、最寄りの

郵便局で払渡しの期間中（平成18年６月26日（月）～平成18

年７月31日（月)）にお受取りください。 

なお、銀行口座振込ご指定の方には、「配当金計算書」お

よび「お振込先について」を同封いたしましたので、ご確認

ください。 
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（ご参考） 

内部統制体制構築の基本方針について 

当社は、内部統制体制構築の基本方針の以下のとおり決議い

たしましたので、お知らせいたします。 

１．当社の企業理念ならびに定款、取締役会規則などをはじ
めとする、業務遂行にかかわるすべての規範、規定、規則、
指針、運用細則など（以下「諸規程・規則｣）は包括的一体
として、当社の内部統制体制を構成するものである。したが
い、当取締役会として、諸規程・規則が遵守されるよう図る
とともに、企業活動にかかわる法令変更あるいは社会環境の
変化にしたがい、さらに業務執行の効率性の観点において、
当社の体制および諸規程・規則について適宜の見直し、修正
を行うことにより、上記法令の目的・趣旨が実現されるよう
努めることを基本方針とする。 
２．会社法第362条第４項６号および会社法施行規則第100条
第１項各号に掲げる体制に関し、現行の当社の体制および諸
規程・規則との関連について次のとおり確認する。 
（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関
する体制 
取締役会規則、情報セキュリティ管理規程、文書管理規程、
機密管理取扱規程その他情報の保存、管理にかかわる規程ま
たは規定が包括的に、本体制を構成する。 
（２）損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
①経営にかかわるリスクについては、当社各部門の業務執行
において、担当取締役等がリスク管理上の課題を洗い出すこ
とに努めており、個別の重要なリスク課題については、必要
な都度、経営会議等で審議する。経営会議等において、社内
横断的に当社事業にかかわるリスクの洗出し、対応方針の協
議、検討を継続的に行うものとする。 
②災害、事故などにかかわるリスクについては、全社防災規
程などにもとづく対応を原則とし、必要に応じ、経営会議等
で個別の対策、対応あるいは規程の見直しを審議する。 
③全社に影響を及ぼす重大危機発生時には全社危機管理委員
会で対応方針を決定する。 
（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制 
①取締役会などの会議体における実質的、効率的審議を図る
ことのほか、経営会議等において業務執行の有効性・効率性
の観点からの検討、ルール見直しを継続的に行う。 
②内部監査部門が、業務執行の有効性・効率性について監査
する。 
（４）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制 
①当社およびグループ会社の経営にかかわる重要事項は、関
連規程にしたがい、経営会議の方針審議を経て、取締役会で
決定する。なお、重要な投資案件については、関連規程に則
って、所定の審査を経たのち取締役会で決定する。 
②業務執行は、代表取締役社長のもと担当取締役等により、
倫理法令遵守の観点にしたがい、各部門の組織権限・業務規
程に則って行う。 
③内部監査部門が、倫理法令遵守状況について監査する。 
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（５）当該株式会社ならびのその親会社および子会社から成
る企業集団における業務の適正を確保する体制 
当社はＪＦＥホールディングス株式会社およびＪＦＥスチー
ル株式会社の子会社であり、親会社が保持するＪＦＥグルー
プとしての、倫理法令遵守、リスク管理、財務報告・情報開
示などの体制のなかに当社および当社の子会社の体制が組み
込まれることにより、企業集団としての体制が構築されてい
る。そのようなグループの体制として、一定重要事項は親会
社との事前協議を行なうこと、倫理法令遵守につき親会社が
設置するコンプライアンス委員会のもと当社および当社の子
会社が遵守体制に組み込まれていること、財務報告・情報開
示につきグループとしての検討がなされていること、などが
ある。 
３．会社法施行規則第100条第３項各号に掲げる体制に関
し、現行の当社の体制および諸規程・規則との関連について
次のとおり確認する。 
（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求
めた場合における当該使用人に関する事項 
現行、そのような使用人は設置していないが、監査役が設置
を求めた場合は監査役と協議する。 
（２）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
当該使用人の人事については､監査役と協議する。 
（３）取締役および使用人が監査役に報告するための体制そ
の他監査役への報告に関する体制 
①監査役は、取締役会、経営会議およびその他重要な会議に
出席し、報告を受ける。 
②取締役および使用人は、必要に応じまたは監査役会、監査
役の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職務の執行状況
の報告を行う。 
（４）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制 
①監査役は、監査役会規則を定め、組織的かつ実効的な監査
体制を構築する。 
②取締役および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の
閲覧、実地調査、取締役等との意見交換、子会社調査、子会
社監査役との連携等の監査役活動が円滑に行われるよう、監
査環境の整備に協力する。 
③監査役は会計監査人、内部監査部門の監査結果について適
宜報告を受け、緊密な連携を図る。 

以上

 

 

 

 

 

 

 

 

JFE システムズ株式会社 
http://www.jfe-systems.com/ 


